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 証券コード　7477
 平成23年６月13日

株 主 各 位 

 東京都多摩市関戸二丁目24番地27
 ム ラ キ 株 式 会 社

代表取締役社長 古 屋 文 男

第53回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　このたびの東日本大震災に被災された皆様には、心よりお見舞い申し上げますとともに、一日
も早い復興をお祈りいたします。
　さて、当社第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さいますようご
通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の参考書類をご検討のうえ、同封の委任
状用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、ご返送下さいますようお願い申し
上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成23年６月28日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区市谷本村町４番１号

ホテルグランドヒル市ヶ谷　瑠璃西
(末尾の会場ご案内図を参照のうえ、お間違えのないようお願い申し上げま
す｡ )

３．会議の目的事項
　 報 告 事 項 １．第53期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）連結計算書類並び

に会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　  ２．第53期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）事業報告及び計算

書類報告の件
　 決 議 事 項 　
　 第１号議案 取締役４名選任の件　
　 第２号議案 監査役１名選任の件

　各議案の概要は、後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記
載のとおりであります。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げます。

◎事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.muraki.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事　 業　 報　 告

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

　

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、欧米の堅調な輸出による回復基調と、アジアに

おける中国を中心とした高成長率を背景に雇用情勢が依然厳しいながらも、企業業績は一

部に改善の兆が見え回復軌道にありました。しかしながら去る３月11日に発生しました東

日本大震災は、物流網のみならず電力供給をはじめとする社会インフラに深刻な打撃を与

え、国内経済に与える影響は計り知れず、先行き情勢を見極めることが困難な状況となっ

ております。

このような状況下、当社グループの主力販売商品であるカーケア関連商品の販売先であ

るサービスステーション（略称：ＳＳ）業界においても、大手石油元売会社の合併による

業界再編やＳＳの経営統合に加え、平成22年６月に消防法が改正されたことにより、ＳＳ

の地下貯蔵タンクの油漏れに対する規制が厳しくなる中、ＳＳは早急な対応を迫られてお

ります。この規制がＳＳ経営にとって大きな負担となり、廃業へと拍車をかける要因とな

っております。さらに東日本大震災による顧客の減少と災害に起因して絶対的な燃料不足

から、ＳＳの休業状態が東北のみならず首都圏並びに北関東広域にまで拡大したことが売

上高の減少となりました。一方販売施策として昨年度より取り組んでまいりました顧客別

研修会の実施や、石油元売商事会社との連携強化による新規顧客の開拓等は計画どおりに

進捗しております。また、当連結会計年度において自動車ディーラー部門の事業撤退も売

上高減少の一因となりました。この結果、売上高につきましては、前期比6.8％減の 8,880

百万円となりました。　

  収益面においては、従来より取り組んでまいりました卸価格の適正化が定着し、安定し

た収益が見込まれる状態となりました。加えて有利購買による売上原価の低減も当期会計

年度の収益に大きく反映されたものの、売上総利益は前連結会計年度を 213百万円下回る

結果となりました。

  販売費及び一般管理費については、人件費（前期比 134百万円減）その他経費(前期比

61百万円）など総額で（前期比 196百万円減）の削減を達成し、営業利益を確保いたしま

した。
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　これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高 8,880百万円（前期比6.8％減）、営

業利益 18百万円（前期の営業利益 34百万円）経常利益 50百万円（前期の経常利益 74百

万円）、特別利益 144百万円、特別損失 46百万円並びに法人税等 41百万円を計上し、当

期純利益 106百万円（前期の純利益 14百万円）となりました。

  セグメント別では、主力事業である「カーケア関連商品販売」事業については、上記の

要因から、売上高は8,679百万円（前期比5.3％減）セグメント利益は 20百万円（前期は

営業利益 24百万円）となりました。 

  「その他」の事業につきましては旅行代理店（株式会社ムラキエージェンシー）が売上

高を伸ばしたものの前述のとおり、自動車ディーラー部門の事業撤退から売上高は 326百

万円（前期比50.7％減）となりセグメント損失は ７百万円（前期の営業損失 ４百万円）

となりました。

　

(2) 企業集団及び会社の状況

　当社グループは、当社及び子会社４社により構成されております。

　当社グループの事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

　「カーケア関連商品販売」事業については、大手石油元売系列のＳＳ主体にカーケア関連

  商品の販売と販売促進支援を行っております。　

　「その他」の事業については、下記の事業内容の区分と同一であります。

①　企業集団の主要な事業内容

事 業 の 種 類 別
セ グ メ ン ト の 名 称

事 業 の 内 容 会 社 名

カーケア関連商品販売
自動車補修部品、自動車ケミカル、サービ
スステーション備品、販売促進物ギフト、
自動車内小物等の販売

ムラキ株式会社

その他

自動車ボディメンテナンス関連資材・機材
の販売等、看板・チラシ等の促進物の企画・
制作

株式会社テックコーポレーション

自動車の販売及び整備 山梨ムラキ自動車株式会社

保険・旅行の代理業務、金券・チケットの
販売、自動車の賃貸

株式会社ムラキエージェンシー

グループ会社の社員教育・金融事業 ムラキ協力事業協同組合

（注）山梨ムラキ自動車株式会社は、平成23年３月31日の株主総会において、解散すること

を決議しました。
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②　企業集団の事業別売上高

事 業 の 種 類 別 売 上 高
第52期

(平成22年３月期)
第53期

(平成23年３月期)
前 期 比

 （千円） （千円） （千円）
カーケア関連商品販売 9,168,309 8,679,282 △489,026

その他 663,197 326,758 △336,439

合 計 9,831,506 9,006,041 △825,465

（注）　上記の金額は、セグメント間の取引については、相殺消去しておりません。

　

(3) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中における設備投資については、特記すべき事項はありません。

　

(4) 資金調達の状況

　平成22年９月27日を支払期日とする第三者割当増資（発行株式数2,000千株・1株当たり

発行価格35円）により総額70百万円の資金調達を行いました。

　

(5) 対処すべき課題

　当連結会計年度は、「事業の経過及びその成果」に記載のとおり、売上高は減少しました

が、当期利益の確保に至りました。今後は更なる経営改革を軌道に乗せ、安定した営業利益

が確保できる体制を構築いたします。また全社員の能力開発、スキルアップが今後の事業計

画構築とそれに伴う営業活動に不可欠であり、モチベーションの高まる職場に体質を改善し

ます。　　

 　

剰余金の配当等について

　当連結会計年度の剰余金の配当につきましては、業績の向上に鋭意努めてまいりましたが、

当社を取り巻く環境は依然として厳しく、当連結会計年度の業績を勘案いたしまして、誠に

不本意ではございますが、無配とさせていただきたいと存じます。

　株主の皆様におかれましては今後とも格別のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げ

ます。　
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(6) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況

項目 単位
第50期

(平成20年３月期)
第51期

(平成21年３月期)
第52期

(平成22年３月期)
第53期

(平成23年３月期)

売 上 高 千円 11,235,725 10,440,128 9,528,384 8,880,426

経常利益又は経常損失(△) 千円 △459,969 11,006 74,582 50,879

当期純利益又は当期純損失(△) 千円 △347,898 16,729 14,817 106,741

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 円 △27.40 1.32 1.17 7.78

総 資 産 千円 4,000,380 4,006,792 3,827,821 3,664,569

純 資 産 千円 1,968,523 1,983,975 1,994,746 2,173,967

１ 株 当 た り 純 資 産 額 円 155.01 156.23 157.08 147.90

　（注）  １．１株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均株式数により算出しております。

　　　　　２．当社は、平成22年９月27日に発行株式数2,000千株の第三者割当増資を行っております。

②　当社の財産及び損益の状況

項目 単位
第50期

(平成20年３月期)
第51期

(平成21年３月期)
第52期

(平成22年３月期)
第53期

(平成23年３月期)

売 上 高 千円 10,827,847 10,007,152 9,168,309 8,679,282

経常利益又は経常損失(△) 千円 △456,586 7,149 81,052 59,471

当期純利益又は当期純損失(△) 千円 △341,237 14,803 17,633 87,694

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 円 △26.87 1.17 1.39 6.39

総 資 産 千円 3,914,153 3,950,225 3,752,856 3,585,859

純 資 産 千円 1,927,551 1,941,077 1,954,664 2,114,838

１ 株 当 た り 純 資 産 額 円 151.79 152.85 153.92 143.88

　（注）  １．１株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均株式数により算出しております。

　　　　　２．平成22年９月27日に発行株式数2,000千株の第三者割当増資を行っております。
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(7) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

 千円 ％  

株式会社テックコーポレーション 70,000 100 自動車関連用品の販売、販促物の企画

山梨ムラキ自動車株式会社 50,000 100 自動車の販売及び整備

株式会社ムラキエージェンシー 10,000 100
損害保険、生命保険代理業、旅行代理
業、金券・チケットの販売

ムラキ協力事業協同組合 10,000 100 グループ会社の社員教育・金融事業
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(8) 主要な営業所及び工場

<当社>　　 ①本社　東京都多摩市関戸二丁目24番地27

　　　　　　②支店・営業所・出張所・物流センター　

店 舗 名 所 在 地 店 舗 名 所 在 地

北 海 道 支 店 札 幌 市 白 石 区

中 部 支 店

中 部 支 店 名 古 屋 市 緑 区

東 北 支 店

東 北 支 店 仙 台 市 若 林 区 名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 市 緑 区

青 森 営 業 所 青 森 市 春 日 井 営 業 所 春 日 井 市

八 戸 出 張 所 八 戸 市 津 営 業 所 津 市

盛 岡 営 業 所 盛 岡 市 富 山 営 業 所 富 山 市

仙 台 営 業 所 仙 台 市 若 林 区 金 沢 営 業 所 金 沢 市

山 形 営 業 所 山 形 市 福 井 出 張 所 福 井 市

郡 山 営 業 所 郡 山 市

西日本支店
　

西 日 本 支 店 東 大 阪 市

北関東支店

北 関 東 支 店 宇 都 宮 市 京 都 出 張 所 京 都 市 伏 見 区

水 戸 営 業 所 水 戸 市 大 阪 営 業 所 東 大 阪 市

土 浦 営 業 所 土 浦 市 姫 路 営 業 所 姫 路 市

宇 都 宮 営 業 所 宇 都 宮 市 広 島 営 業 所 広島市安佐南区

高 崎 営 業 所 高 崎 市 岡 山 出 張 所 岡 山 市

新 潟 営 業 所 新 潟 市 高 松 営 業 所 高 松 市

首都圏支店

首 都 圏 支 店 東 京 都 三 鷹 市 徳 島 出 張 所 徳 島 市

川 口 営 業 所 川 口 市 松 山 出 張 所 松 山 市

川 越 営 業 所 川 越 市

九 州 支 店

九 州 支 店 福 岡 市 博 多 区

千 葉 営 業 所 四 街 道 市 福 岡 営 業 所 福 岡 市 博 多 区

市 原 営 業 所 市 原 市 北 九 州 出 張 所 北九州市小倉南区

松 戸 営 業 所 松 戸 市 長 崎 出 張 所 長崎県西彼杵郡

東 京 営 業 所 東 京 都 三 鷹 市 熊 本 出 張 所 熊 本 市

西 東 京 営 業 所 東京都八王子市 鹿 児 島 営 業 所 鹿 児 島 市

南関東支店

南 関 東 支 店 横 浜 市 瀬 谷 区 宮 崎 出 張 所 宮 崎 市

横 浜 営 業 所 横 浜 市 瀬 谷 区

物流センター 関東物流センター 埼 玉 県 児 玉 郡

小 田 原 営 業 所 小 田 原 市

沼 津 出 張 所 静 岡 県 駿 東 郡

静 岡 営 業 所 静 岡 市

浜 松 営 業 所 浜 松 市

甲 府 営 業 所 甲 府 市
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(9) 企業集団及び当社の従業員の状況

①　企業集団の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

 名 名 歳 年
男 子 200 △21 41.04 13.80

女 子 24 △1 43.84 14.09

合 計 ・ 平 均 224 △22 41.34 13.83

（注）１．△は減員を示しております。

２．上記のほか、臨時従業員が月平均69名おります。

　
②　当社の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

 名 名 歳 年
男 子 198 △16 41.01 13.86

女 子  22 － 44.50 12.90

合 計 ・ 平 均 220 △16 41.30 13.70

（注）１．△は減員を示しております。

２．上記のほか、臨時従業員が月平均62名おります。

　

(10) 主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

 千円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 111,400
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(11) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　事業譲渡
　事業譲渡の概要
　　①　譲渡先企業の名称
　　　　　株式会社タカサワ
　　②　譲渡した事業の内容
　　　　　フォード自動車の販売及び整備事業
　　③　事業譲渡を行った主な理由

　当社の連結子会社である山梨ムラキ自動車株式会社は、平成元年より山梨県甲府
市にフォード山梨店を開設しましたが、近年の国内経済の低迷が続き先行きが見え
ないため、営業損益の回復が困難な状況にあることから予ねてより推し進めている
不採算事業からの撤退という経営方針にそって、フォード山梨店の資産売却を含め
たフォード自動車関連事業譲渡を行いました。

　　④　事業譲渡日
　　　　　平成22年８月31日　　　

　

(12) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。
　

(13) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　該当事項はありません。
　

(14) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 50,000,000株

(2) 発行済株式の総数 14,700,000株

（自己株式924株を含む）

　（注）平成22年９月27日を払込期日とする第三者割当増資により、

　　　発行株式数が2,000千株増加しております。　

(3) 株主数 986名（前期末比30名増）

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 　

 千株 ％　
有 限 会 社 ド リ ー ム ・ ワ ー ク ス 2,550 17.34　

芝 川 　 洋 2,500 17.00　

村 木 　 裕 1,123 7.63　

S O C I E T E  G E N E R A L E  N R A  N O D T T 640 4.35　

株 式 会 社 イ ビ サ 372 2.53　

エ イ ケ ン 工 業 株 式 会 社 360 2.44　

ム ラ キ 社 員 持 株 会 284 1.93　

村 上 洋 二 262 1.78　

志 茂 孝 雄 236 1.60　

前 　 田 　 喜 美 子 152 1.03　
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３．会社役員に関する事項
(1) 会社役員の状況

取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 務 の 状 況

取 締 役 会 長 田 中 舘 　 　 　 喬
株式会社ジェイ・フェイス代表取締役
有限会社ドリーム・ワークス取締役　

代 表 取 締 役 社 長 古 　 屋 　 文 　 男  

常 務 取 締 役 永 　 井 　 清 　 美 営業本部長

取 締 役 関 冨 直 彦 管理本部長

常 勤 監 査 役 吉 　 田 　 　 　 誠  

監 査 役 加 　 藤 　 全 　 彦  

監 査 役 川 　 口 　 幸 　 信
税理士、税理士法人川口税務会計事務所代表社員
株式会社福岡エム・アンド・エーセンター代表取締役社長

（注）１．取締役のうち田中舘喬氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役のうち加藤全彦氏及び川口幸信氏は会社法第２条16号に定める社外監査役であります。

３．当社は、監査役川口幸信氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

ております。

　　　４．社外監査役川口幸信氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
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(2) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼務の状況及び当社と当該法人との関係

　 取締役田中舘喬氏は株式会社ジェイ・フェイス代表取締役、かつ有限会社ドリーム・

 　ワークス取締役であり、同社は当社との間に重要な取引関係はありません。　　

　 監査役加藤全彦氏及び川口幸信氏は社外監査役であり、当社との間に重要な取引関

　 係はありません。　
　　　　監査役川口幸信氏は、税理士法人川口税務会計事務所代表社員、株式会社福岡エム

　　・アンド・エーセンター代表取締役社長であります。当社と兼務先との間には特別の

    関係はありません。　

②　主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役
（ 非 常 勤 ）

田 中 舘 　 　 　 喬
当期開催の取締役会14回のうち12回出席し、議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。

監 査 役
（ 非 常 勤 ）

川 口 幸 信
当期開催の取締役会14回のうち11回出席し、また、当期開催の
監査役会13回のうち11回出席し、税理士としての専門的見地か
らの発言を行っております。

監 査 役
（ 非 常 勤 ）

加 藤 全 彦
当期開催の取締役会14回のうち12回に出席し、また、当期開催
の監査役会13回のうち12回出席し、社外での経験や専門的見地
からの発言を行っております。

③　責任限定契約の内容
当社は社外役員全員と会社法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結

しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額で

あります。

　

(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

取締役　４名 60,195千円

（内社外取締役　１名　18,000千円）

監査役　３名 15,045千円

　（内社外監査役　２名　 6,045千円）
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４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

リンクス有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

　当社及び子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の額は以下のとおりです。
　 （単位：千円）

１．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,800

２．当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

23,800

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査

報酬の額を区分しておりませんので、1.の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて

おります。

　

(3) 会計監査人と締結している責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人である「リンクス有限責任監査法人」とは、会社法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は会社法第427条第

１項の最低責任限度額であります。

リンクス有限責任監査法人に悪意または重大な過失があった場合を除き、監査報酬相当額

の２倍を限度として、損害賠償責任限度としております。

　

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社の都合による場合の他、会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触

した場合、監査役会は、その事実に基づき会計監査人の解任または不再任の検討を行い、解

任または不再任が妥当と判断した場合は、当社監査役会規程に則り会計監査人の解任または

不再任を株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請求し、取締役会はそれを審議いたし

ます。
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５．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　取締役・従業員は、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、各分掌

に従い、担当する部署の内部統制を整備し、必要な規則の制定及び周知徹底を図ると共に、

必要事項については取締役会の決裁を受けるものといたします。

②　体制の整備、諸規定の見直し、実施状況、問題点の把握を行うため、内部統制担当取締

役を設置いたしました。併せて内部監査室の強化を図ります。

③　コンプライアンス遵守の観点に立ち、企業倫理行動規範を制定、総務人事部を事務局と

して、各職場単位で部門責任者を責任者として定着化のための教育・定着状況をチェック

することとしております。

　

(2) 取締役の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る各種の記録として、株主総会・取締役会議事録・稟議書・契約

書は、文書管理規程に基づき作成、保存、管理しております。

②　全社並びに、事業部門単位の業務実績については、月次、年次単位で作成し、経理部に

おいて保存管理しております。

③　その他の執行に係る情報、記録については、総務人事部において作成、保存、管理基準

を定め、取締役・監査役が必要に応じて閲覧可能な体制とします。

　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　業務の執行は、取締役会規程、職務権限規程、稟議規程を遵守し、所定の決裁承認を受

けた上で行うこととし、監査役・内部監査室は遵守状況を定期的にチェックし改善策を指

示します。

②　今後想定されるリスクについては、コンプライアンス規程とは別途に、部門単位での想

定されるリスクの明確化と対処法を作成し、重要事項については取締役会決議により規程

の制定を図るものといたします。

　

(4) 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

　組織及び職務分掌規程、職務権限に基づき役割、権限の明確化を図ると共に、取締役会規

程に基づき、付議事項を定めております。また、執行役員制度を導入、業務執行の迅速化を

図ると共に、月１回の取締役・執行役員での取締役会において、重要事項の決定、業務報告

を行い共有化を図っております。
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(5) 当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　グループ子会社については、関係会社管理規程に基づき、管理部門管掌取締役を統括責

任者として任命、グループ子会社の業務執行方針、予算、業況等のチェックを行っており、

重要事項については、当社代表取締役社長の決裁、取締役会付議を行うこととしておりま

す。

②　グループ子会社の就業規則その他の規程は、子会社特有の事項を除き、親会社の規程を

準用することとしております。

　

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

①　監査役の職務を補助すべき使用人は、内部監査室に属する使用人を兼務として選任、監

査役から指示がある場合は、指示に従い選任します。

②　前記補助者の独立性を確保するため、当該使用人の異動等の人事に関する決定は、監査

役会の事前同意を得るものとします。

　

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制、

その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　取締役・執行役員及び使用人は職務執行に関して重大な法律・定款、内部規定違反もし

くは、不正行為の発生または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知っていた時

は、監査役に報告するものとします。

また、内部監査の実施状況についてもその結果を監査役に報告するものとします。

②　監査役は、必要と認めた時は取締役・執行役員及び使用人に対して事業の報告を求め、

業務及び財産の状況を調査することができるものとします。また、代表取締役社長は、監

査役会と定期的な会合を開催するものとします。

　

　

　


（注）　本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成23年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 

2,554,053

687,032

985,180

777,806

105,795

△1,761

1,110,516

586,772

123,382

10,225

438,325

12,969

32,134

491,609

48,066

404,966

55,513

△16,936

（ 負 債 の 部 ）  

流 動 負 債 1,115,262

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 937,847

１年内返済予定の長期借入金 49,200

未 払 法 人 税 等 44,985

リ ー ス 債 務 571

そ の 他 82,658

固 定 負 債 375,339

長 期 借 入 金 62,200

リ ー ス 債 務 1,381

退 職 給 付 引 当 金 290,024

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,750

そ の 他 19,983

負 債 合 計 1,490,601

（ 純 資 産 の 部 ）  

株 主 資 本 2,178,357

資 本 金 1,910,700

資 本 剰 余 金 88,604

利 益 剰 余 金 179,260

自 己 株 式 △208

その他の包括利益累計額 △4,389

その他有価証券評価差額金 △4,389

純 資 産 合 計 2,173,967

資 産 合 計 3,664,569 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,664,569

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

  （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  8,880,426

売 上 原 価  6,361,124

売 上 総 利 益  2,519,302

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,501,138

営 業 利 益  18,163

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 5,304  

仕 入 割 引 29,332  

不 動 産 賃 借 料 1,927  

受 取 手 数 料 6,281  

そ の 他 11,896  54,742

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 3,608  

手 形 売 却 損 7,812  

株 式 交 付 費 償 却 1,450  

社 葬 費 用 7,392  

そ の 他 1,762 22,026

経 常 利 益  50,879

特 別 利 益   

退 職 給 付 制 度 改 定 益 142,190 　

そ の 他 1,812 144,002

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 353  

固 定 資 産 売 却 損 13,660 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 705 　

事 業 譲 渡 損 20,321 　

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響 11,607 46,647

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  148,234

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 41,493 41,493

当 期 純 利 益  106,741

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

     
 株主資本    

 資本金    

 前期末残高  1,870,700 

 当期変動額    

 新株の発行     40,000 

 当期変動額合計  40,000 

 当期末残高  1,910,700 

 資本剰余金    

 資本準備金    

 前期末残高  58,604 

 当期変動額  　 

 新株の発行   30,000 

 当期変動額合計  30,000 

 当期末残高  88,604 

 利益剰余金    

 利益準備金    

 前期末残高  72,518 

 当期変動額    

 当期純利益額  106,741  

 当期変動額合計  106,741 

 当期末残高  179,260 

 自己株式  　 

 前期末残高  △208 

 当期変動額    

 当期変動額合計  － 

 当期末残高  △208 
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（単位：千円）

     
 株主資本合計    

 前期末残高  2,001,615 

 当期変動額    

 新株の発行　  70,000 

 当期純利益  106,741 

 当期変動額合計  176,741 

 当期末残高  2,178,357 

 その他の包括利益累計額    

 その他有価証券評価差額金    

 前期末残高  △6,868 

 当期変動額    

 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  2,479 

 当期変動額合計  2,479 

 当期末残高  △4,389 

 純資産合計    

 前期末残高  1,994,746 

 当期変動額    

 新株の発行  70,000 

 当期純利益  106,741 

 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  2,479 

 当期変動額合計  179,220 

 当期末残高　  2,173,967 
  　    

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

１．継続企業の前提に関する注記　

該当事項はありません。

　

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　４社

　株式会社テックコーポレーション、山梨ムラキ自動車株式会社、株式会社ムラキエージェンシー及びム

ラキ協力事業協同組合であります。

②　非連結子会社はありません。

(2) 連結子会社の事業年度に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。

(3) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの … 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの … 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブの評価基準及び評価方法　

　　　a.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　　該当事項はありません。

　　　b.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　　　該当事項はありません。　

ハ　たな卸資産

　　商品

　　　当社及び連結子会社は主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

　　　簿価切り下げの方法により算定）を、採用しております。

ニ　繰延資産の処理方法

　　　株式交付金 …………支出時に全額費用として処理しております。　

②  重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産 ………… 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

ロ　無形固定資産 ………… 定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法としております。
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③  重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金 …………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

ロ　退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、発生した連結会計年度の費用として処理しております。

ハ　役員退職慰労引当金 … 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

④　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ　リース取引の処理法

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

ロ　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　
（賃貸等不動産関係）

　　　該当事項はありません。
　
（資産除去債務関係）

　　　当連結会計年度から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）

　　及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第21号　平成20年３月31日）を

　　適用しております。

　　　これによる、営業利益、経常利益への影響は軽微であります。税金等調整前当期純利益は11百万円

　　減少しております。　

　　　敷金のうち資産除去債務計上額に関する部分について、敷金の回収が最終的に見込めないと認めら

　　れる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を計上しております。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

現金及び預金 22,000千円

建物及び構築物 126,656千円

土地 438,325千円

投資有価証券 29,526千円

計 616,507千円

担保に係る債務の金額

支払手形及び買掛金 94,933千円

短期借入金 49,200千円

長期借入金 62,200千円

計 206,334千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 819,053千円

(3) 受取手形割引高 223,720千円

　　

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

　　　普通株式　　14,700,000株　

(2) 配当に関する事項

①　配当金支払額

　該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。

　

５．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入に

よる方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の

信用状況を半期ごとに把握する体制としております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
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借入金のうち短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は

主に設備投資に係る資金調達です。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金

繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」にお

けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

を示すものではありません。　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握する事が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参

照）。　

　
連結貸借対照表上計上額

（千円）　
時価　（千円） 差額　（千円）

（1）現金及び預金

（2）受取手形及び売掛金

（3）投資有価証券

687,032

985,180

40,102

687,032

985,180

40,102

－

－

－

　資産計 1,712,314 1,712,314 －

（1）支払手形及び買掛金

（2）１年内返済予定長期借入金

（3）長期借入金

937,847

49,200

62,200

937,847

49,200

61,153

－

－

△1,046

　負債計 1,049,247 1,048,201 △1,046

（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
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負　債

（1）支払手形及び買掛金、（2）１年内返済予定長期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

（3）長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

　

２.時価を把握する事が極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 　　　　　　　　　　　　　　　7,300

　

３.金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算後の償還予定額

　

　

　

１年以内

（千円）　

１年超

５年以内

（千円）　

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）　

　現金及び預金

　受取手形及び売掛金

　　 　687,032

 985,180

　　　　 　－

　－

　　 　　　－

　－

　　　 　　－

　　－

　合計 　 　1,672,212 　　　　 　－ 　　 　　　－ 　　　 　　－

　　

６．賃貸等不動産に関する注記

　　　該当事項はありません。

　　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 147円90銭

(2) １株当たり当期純利益金額 7円78銭

　

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。　
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会計監査人監査報告書　謄本

 独立監査人の監査報告書 　

 平成23年５月20日 

 ムラキ株式会社  

 取締役会　御中  

 リンクス有限責任監査法人  

 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 舩 津 雅 弘 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 　 邉 　 慎 太 郎 ㊞

 

　　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ムラキ株式会社の平成22年4月1日から平成23年3月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ムラキ株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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貸　借　対　照　表
（平成23年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

未 収 入 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

会 員 権

貸 倒 引 当 金

　

2,626,042

635,746

59,394

919,899

754,423

1,526

17,689

17,137

50,121

157,600

14,833

△2,329

959,816

584,237

122,738

644

5,111

5,087

12,329

438,325

31,371

8,577

22,793

344,208

47,402

13,502

4,424

158,265

1,013

396,967

16,328

19,790

△315,317

（ 負 債 の 部 ）  

流 動 負 債 1,097,062

支 払 手 形 252,610

買 掛 金 675,411

１年内返済予定長期借入金 49,200

未 払 金 37,753

未 払 費 用 18,435

未 払 法 人 税 等 44,120

前 受 金 6,242

預 り 金 5,914

そ の 他 7,374

固 定 負 債 373,957

長 期 借 入 金 62,200

退 職 給 付 引 当 金 290,024

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 1,750

長期リース資産減損勘定 1,054

そ の 他 18,929

負 債 合 計 1,471,020

（ 純 資 産 の 部 ）  

株 主 資 本 2,119,228

資 本 金 1,910,700

資 本 剰 余 金 88,604

資 本 準 備 金 88,604

利 益 剰 余 金 120,131

繰 越 利 益 剰 余 金 120,131

自 己 株 式 △208

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △4,389

その他有価証券評価差額金 △4,389

純 資 産 合 計 2,114,838

資 産 合 計 3,585,859 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,585,859

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
　

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

  （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  8,679,282

売 上 原 価  6,226,475

売 上 総 利 益  2,452,807

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,432,606

営 業 利 益  20,201

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,010  

仕 入 割 引 29,332  

受 取 手 数 料 6,249 　

不 動 産 賃 借 収 入 1,927 　

そ の 他 14,339 60,858

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 3,450  

手 形 売 却 損 7,812  

株 式 交 付 費 償 却 1,450  

社 葬 費 用 7,392  

そ の 他 1,483 21,588

経 常 利 益  59,471

特 別 利 益   

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,827 　

退 職 給 付 制 度 改 定 益 142,190 144,017

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 276  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 705  

固 定 資 産 売 却 損 12,822  

事 業 譲 渡 損 49,759  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額　 11,607 75,170

税 引 前 当 期 純 利 益  128,318

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  40,623

当 期 純 利 益  87,694

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

     
 株主資本    

 資本金    

 前期末残高  1,870,700 

 当期変動額    

 新株の発行  40,000 

 当期変動額合計  40,000 

 当期末残高  1,910,700 

 資本剰余金    

 資本準備金    

 前期末残高  58,604 

 当期変動額    

 新株の発行  30,000 

 当期変動額合計  30,000 

 当期末残高  88,604 

 資本剰余金合計  88,604 

 利益剰余金    

 その他利益剰余金    

 前期末残高  32,436 

 当期変動額    

 当期純利益  87,694 

 当期変動額合計  87,694 

 当期末残高  120,131 

 利益剰余金合計  120,131 

 自己株式    

 前期末残高  △208 

 当期変動額    

 当期変動額合計  － 

 当期末残高  △208 
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（単位：千円）

     
 株主資本合計    

 前期末残高  1,961,533 

 当期変動額    

 新株の発行  70,000 

 当期純利益  87,694 

 当期変動額合計  157,694 

 当期末残高  2,119,228 

 評価・換算差額等    

 その他有価証券評価差額金    

 前期末残高  △6,868 

 当期変動額    

 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）  2,479 

 当期変動額合計  2,479 

 当期末残高  △4,389 

 純資産合計    

 前期末残高  1,954,664 

 当期変動額    

 新株の発行  70,000 

 当期純利益  87,694 

 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）  2,479 

 当期変動額合計  160,173 

 当期末残高  2,114,838 
     

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表
　

１．継続企業の前提に関する注記

　　　該当項目はありません。　

　

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ　子会社株式及び関連会社株式

…… 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　その他有価証券

時価のあるもの …… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの …… 移動平均法による原価法を採用しております。　

②　デリバティブの評価基準及び評価方法　

　　　a.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　　該当事項はありません。

　　　b.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　　　該当事項はありません。

　　　該当事項はありません。　

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品 ………………… 当社は主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法により算定）を、採用しております。

④　繰延資産の処理方法　　

株式交付費 …………支出時に全額費用として処理しております。　

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 ………… 定率法

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

②　無形固定資産 ………… 定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法としております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 …………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。
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②　退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

数理計算上の差異は、発生した事業年度の費用として処理しております。

③　役員退職慰労引当金 … 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給見込額を

計上しております。

④　債務保証損失引当金 … 債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財務状態を勘案し損失負担見込

額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項　

①　リース取引の処理法

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について　　

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　　　

②　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

（賃貸等不動産関係）

　　　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

　　　当事業年度から「資産除去債務に関する会計」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）

　　及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第21号　平成20年３月31日）を

　　適用しております。

　　　これによる、営業利益、経常利益への影響は軽微であります。税引前当期純利益は11百万円

　　減少しております。　

　　　敷金のうち資産除去債務計上額に関する部分について、敷金の回収が最終的に見込めないと認めら

　　れる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を計上しております。

　

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

現金及び預金 22,000千円

建物 126,012千円

構築物 644千円

土地 438,325千円

投資有価証券 29,526千円

計 616,507千円

担保に係る債務の金額

買掛金 94,934千円

短期借入金 －千円

１年内返済予定長期借入金 49,200千円

長期借入金 62,200千円

計 206,334千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 811,437千円
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(3) 保証債務　 　

 　  －千円

(4) 受取手形割引高 223,720千円

(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 191,295千円

長期金銭債権 158,000千円

　　

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 1,479千円

仕入高 11,795千円

営業取引以外の取引高 7,421千円

　　

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度における発行株式の数 14,700,000株

当事業年度末における自己株式の数

普通株式 924株
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

退職給付引当金 116,009千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 126,071千円

外形標準課税 1,400千円

税務上の繰越欠損金 363,295千円

減損損失 258,373千円

その他 65,817千円

繰延税金資産小計 930,967千円

評価性引当金 △930,967千円

繰延税金資産合計　 －　

　

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、次の

通りです。

(1) 当事業年度末におけるリース物件の取得価額相当額 74,642千円

(2) 当事業年度末におけるリース物件の減価償却累計額相当額 65,713千円

(3) 当事業年度末におけるリース物件の減損損失累計額相当額 1,054千円

(4) 当事業年度末におけるリース物件の未経過リース料期末残高相当額 7,874千円

　

８．関連当事者との取引に関する注記

　役員及び個人主要株主等

種類 会社の名称又は氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権の
所　　有
(被所有)
割 合(％)

事業上
の関係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及
びその
近親者

田 中 舘 喬 　 － －　 取締役会長 (被所有）
直接17.34

役員
資産の借入の

返済
80,000 短期借入金 －

役員及
びその
近親者

田 中 舘 喬 　 － －　 取締役会長 (被所有）
直接17.34

役員
資金の借入に
伴う利息

29 支払利息 －

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　田中舘喬氏に対する資金の借入金利息については、市場金利を勘案して決定しております。    　

　

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 143円88銭

(2) １株当たり当期純利益金額 6円39銭

　

10．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。　
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会計監査人監査報告書　謄本

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年５月20日 

 ムラキ株式会社  

 取締役会　御中  

 リンクス有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 舩 津 雅 弘 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 　 邉 　 慎 太 郎 ㊞

 

 　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ムラキ株式会社の平成22年4月1日から平成23年

3月31日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明すること

にある。　

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討する

ことを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以上　
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監査役会の監査報告書　謄本

 監査報告書  

 　当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第53期事業年度の取締役の職務の執行に関

して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた

します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、

内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、

取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状

況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規

則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ

れている体制（内部統制システム)について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期

的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及びリンクス有限責任監査法人から当該内部統制

の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。　

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書

について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に

掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財

務報告に係る内務統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人リンクス有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人リンクス有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 

 平成23年５月25日  

 ム ラ キ 株 式 会 社 　 監 査 役 会  

 

常 勤 監 査 役 吉 田 　 誠 

社 外 監 査 役 加 藤 全 彦 

社 外 監 査 役 川 口 幸 信 

 

　　 　

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類
　

１．議決権の代理行使の勧誘者

ム ラ キ 株 式 会 社

代表取締役社長 古 屋 　 文 男

　

２．議案及び参考事項

第１号議案　取締役４名選任の件

　取締役全員（４名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締

役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

古 屋 文 男
(昭和23年３月10日生)

昭和49年11月　当社（旧ムラキ部品株式会社）入社

平成16年７月　当社執行役員営業企画部長

平成17年12月　当社執行役員総務人事部長

平成19年６月　当社取締役

平成20年６月　当社取締役社長（現任）

千株

5

　

永 井 清 美
(昭和37年７月14日生)

昭和59年４月　当社（旧ムラキ部品株式会社）入社

平成16年11月　当社新事業推進部長

平成18年10月　当社直売部長

平成19年３月　当社執行役員販売部長

平成20年６月　当社常務取締役営業本部長（現任）

千株

9

　

関 冨 直 彦
(昭和41年９月30日生)

平成５年９月　当社入社

平成16年11月　当社西日本支店長

平成19年４月　当社販売副部長

平成20年６月　当社執行役員営業副部長

平成21年６月　当社取締役（現任）

千株

―
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氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

田 中 舘 　   喬
(昭和22年７月21日生)

平成７年８月　日本生涯教育協会会長

平成15年３月　株式会社ジェイ・フェイス設立代表取締役（現任）

平成19年３月　日本エイジマネージメント医療研究所設立理事長

　　　　　　　（現任）　

平成19年６月　当社取締役

平成20年６月　当社取締役会長（現任）

千株

―

　

（注) １．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．田中舘喬氏は、社外取締役候補者であります。

３．社外取締役候補者とする理由　

田中舘喬氏は、当社の取締役として、投資家の立場に立った意見・アドバイス等をいただけるものと

判断しております。

なお田中舘喬氏は、社外取締役に就任してからの年数は４年であります。　

４．当社は当社の社外役取締役全員と会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結して

おり、当該契約に基づく賠償の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。
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　第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役川口幸信氏は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役

１名の選任をお願いしたいと存じます。

　なお、本議案に関しては監査役会の同意を得ております。　

　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

川 口 幸 信
(昭和37年９月６日生)

平成３年３月　税理士登録

平成５年６月　当社監査役（現任）

平成５年８月　税理士法人川口税務会計事務所　代表社員（現任）

平成８年８月　株式会社福岡エム・アンド・エーセンター

　　　　　　　代表取締役（現任）　

千株

21

　

（注)　１.監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません　

　　　 ２.川口幸信氏は、社外監査役候補者であります。　
　　　３.当社社外監査役候補者とする理由

　　　　　川口幸信氏は、税理士の資格を有し、税務分野での経験に基づき財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しており、当社の業務執行役から独立した立場にあることから社外監査役及び独立役員に適任

であると判断し、選任をお願いするものであります。

　　　　　なお、社外監査役に就任してからの年数は18年であります。　

　　　 ４.当社は、川口幸信氏を有価証券上場規程第436条に定める独立役員として、当社の上場取引所である

株式会社大阪証券取引所へ届けを行っております。

　　　 ５.当社は当社の社外監査役全員と会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結してお

り、

　　　　　当該契約に基づく賠償の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。　
　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上　
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

会　場　東京都新宿区市谷本村町４番１号

ホテルグランドヒル市ヶ谷　瑠璃西

　03－3268－0111

　

市谷薬王寺町

大日本印刷

防衛省

曙橋

靖国通り

至 四ッ谷

新宿通り

靖国神社

靖
国
通
り

大妻
女子大

東京家政
学院短大

至 水道橋

至
 霞

ヶ
関
ラ
ン
プ

至 

九
段
下

至 

新
宿

HOTEL GRAND HILL
ICHIGAYA

ホテルグランドヒル
イチガヤ

市
ヶ
谷

　

交通のご案内

最寄駅

●JR総武線・地下鉄有楽町線・南北線・新宿線

『市ヶ谷駅』より徒歩３分

●JR総武線・中央線・地下鉄丸ノ内線・南北線

『四ツ谷駅』より徒歩10分




